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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、2022年５月12日に公表いたしました中期経営計画『avex vision 2027』において、当社グループの活動目的や社会的な存在意義

の明確化を目的として新たな企業理念を「エンタテインメントの可能性に挑みつづける。人が持つ無限のクリエイティビティを信じ、多様な才能とと
もに世界に感動を届ける。そして、豊かな未来を創造する。」と定義いたしました。この企業理念のもと、重点戦略である「多様な地域・多様な分野
で “愛される” IPの発掘・育成を目指す」ために、グローバルを見据えた連続性のあるオリジナルIP開発、市場環境に沿った多様なIP開発・発掘と

ヒットの創出、IP価値を持ったフェス・イベントの開発、長く愛されるアニメ・映像作品のためのIP開発・IP獲得などの主要施策を進めてまいります。

この中期経営計画を推進していくにあたり、株主の皆様ほか、ステークホルダーの方々のご期待とご信頼に応えるためには、より強固なコーポ
レート・ガバナンスの構築が必須であると考えております。

的確な経営の意思決定、迅速かつ適正な業務執行及び充分なモニタリングが機能する経営体制を構築し、あわせて企業倫理の維持・向上を図っ
ていくことが、当社グループのコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方であります。

なお、当社は監査等委員会設置会社であり、独立社外取締役が過半数を占める「監査等委員会」を設置しております。監査等委員を取締役会の
構成員とすることで、取締役会の監督機能の実効性の確保とコーポレート・ガバナンス体制のさらなる強化を図るとともに、取締役会の業務執行
決定権限の一部を取締役に委任することにより監督機能と業務執行の分離を図ることで、迅速な経営意思決定を行い業務執行の機動性向上を
目指します。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則を全て遵守しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．いわゆる政策保有株式】

現時点において政策保有株式としての上場株式を保有しておらず、今後もその予定はございません。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

会計基準に基づき、関連当事者との取引の有無や当該取引の重要性を定期的に確認し、開示対象となる取引がある場合は法令などに従って開
示を行っております。関連当事者間の取引については、取締役会規程に基づき、取締役会にて承認され、定期的にその実績を報告する手続きと
なっております。

【補充原則２－４（1）女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保】

当社グループは、企業理念にある「世界に感動を届ける」という純粋な“志”を持つ方を獲得すべく「“志”採用」と銘打って採用をブランディング化し
ています。“志”新卒採用、“志”キャリア採用いずれにおいても、学歴・年齢・国籍不問で多様性のある人材獲得を行い、事業戦略においては、海
外市場における価値創造に向けた戦略的な取り組みを開始しており、これに伴い、人材についてもグローバルを意識した採用や配置を行っていま
す。また、女性活躍については、「真の女性活躍とは何か」「エンタテインメント業界における女性のキャリアパスとは何か」というテーマのもと、役
職のみにとらわれず、熱量をもって様々な観点で活躍する女性にフォーカスをあてる仕組み作りや、ネットワーク作りを推進しています。柔軟な働
き方により、育児休業復職後からフルタイムで働く選択をする従業員も増えるなど、多様な働き方、多様な活躍の仕方、多様なキャリアパスを支援
する仕組みや環境作りを引き続き推進していきます。詳細な実施状況については有価証券報告書にて開示しております。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は確定給付型の企業年金制度を採用しており、運用委託先金融機関から年に一度の運用状況の報告を受けております。現時点で専門組織
を設置しておりませんが、人事部門と経理部門の担当者が専門性を高めるために運用機関による研修を受講するとともに、人事部門と経理部門
による定期的なミーティング等を実施しており、経営陣へのタイムリーな報告を含め、適切なモニタリング体制を構築しております。

【原則３－１．情報開示の充実】

(1)企業理念、経営戦略については、当社ホームページのほか、業績説明資料、決算短信などで開示しております。

(2)コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針については、当社ホームページのほか、有価証券報告書にて開示しております。　

(3)独立社外取締役を委員長とし、独立社外取締役が委員の過半を占める任意委員会である「指名・報酬委員会」で公正妥当と認められた方針を
定め、「指名・報酬委員会」にてその方針に従い役員報酬制度の内容その決定手続きを定めております。取締役会では、定められた役員報酬制
度と手続きに従って取締役の報酬額を決定しております。

(4)役員及び経営幹部の選任にあたっては、当社行動規範を理解・実践し、経営を行うに足る必要なスキル・経験と実績を有し、当社グループの事
業発展に寄与できる人材であることを基本方針としております。

また、役員及び経営幹部の解任にあたっては、職務の執行に関する懈怠、不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実の疑義がある
場合並びに健康上の理由から職務の継続が困難になった場合を基本方針としております。

上記方針を踏まえ、取締役会の諮問に基づき「指名・報酬委員会」が審議・答申を行い、取締役会にて取締役の候補者の選定及び経営陣幹部の
選解任を行っております。



(5)定時株主総会招集ご通知において、取締役候補者の略歴等とともに、各候補者の選任理由を開示しております。

【補充原則３－１（3）.サステナビリティの取組み】

当社は、これまでもエンタテインメントを提供する事業を通じて、様々なサステナビリティ活動を展開してまいりました。企業理念である「エンタテイン
メントの可能性に挑みつづける。人が持つ無限のクリエイティビティを信じ、多様な才能とともに世界に感動を届ける。そして、豊かな未来を創造す
る」を踏まえ、エンタテインメント企業として「サステナブル（持続可能）な社会」の実現に向けて責任を果たすべく、2022年11月に、当社が優先して
取り組むべき３つの主要テーマと７つの個別項目からなるマテリアリティ（重要課題）を特定し、サステナビリティポリシーとアクションプランを策定し
ました。

中でも、マテリアリティ“「次世代」を創る、届ける“の中では、「経済・社会・環境を調和するイノベーション」を主要テーマに掲げており、次世代が担
う社会においても、エンタテインメントを楽しむことができるような環境づくりに貢献すべく、気候変動への取り組みも強化してまいります。

当社のサステナビリティ方針：https://avex.com/jp/ja/sustainability/

当社は、脱炭素社会の実現に向けて、2023年6月にTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言に賛同しました。今後気候変動が事業
に与えるリスクと機会の両面に関して、「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」及び「指標と目標」の観点で検討し、気候変動への取り組みについて当
社サステナビリティサイトにて公表している他、「統合報告書」及び「有価証券報告書」に掲載しております。

当社の「TCFD提言に沿った情報開示」：https://avex.com/jp/ja/sustainability/tcfd/

【補充原則４－１（1）.経営陣に対する委任の範囲】

取締役会での決議事項については、取締役会規程に定めております。また、取締役会で職務権限規程を定め、業務執行の迅速性、効率性を図る
ため、経営陣を含む各業務執行責任者が意思決定できる範囲を明確に定めております。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、「独立性の判断基準」を以下のとおり定めております。

当社は、以下のすべての要件に該当しない場合、当該社外取締役に独立性があると判断する

a. 当社及び当社の子会社（以下「当社グループ」という）の業務執行者

b. 当社グループの主要な取引先(年間取引額が連結売上高の2%を超える)である者若しくはその業務執行者、又は当社グループを主要な取引先(

年間取引額が相手方の連結売上高の2%を超える)とする者若しくはその業務執行者

c. 当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家又は税務専門家(当該財産を

得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属するコンサルタント、会計専門家、法律専門家又は税務専門家であり、当社グ
ループを直接担当している者をいう)

上記において、「多額の金銭」とは、当該金銭を得ている者が個人の場合には過去3年間の平均で年間1,000万円以上、団体の場合には(当該団
体の)過去3事業年度の平均で当社からの支払額が1,000万円、又は当該団体の連結総売上高の2%のいずれか高い額以上の金額をいう。

d. 当社の主要株主（※1）（当該主要株主が法人である場合、当該法人の業務執行者）

e. 当社グループの主要借入先（※2）の業務執行者

f. 過去10年間においてa.からe.に該当していた者

g. a.からf.に掲げる者 (重要でない者を除く)の近親者（配偶者又は２親等以内の親族）

※１：主要株主とは、自己又は他人の名義をもって総株主の議決権の10％以上の議決権を保有する株主

※２：主要借入先とは、当社グループが借入をしている金融機関グループ（直接の借入先が属する連結グループに属するものをいう）であって、直
前事業年度末における当社グループの当該金融機関グループからの全借入額が当社グループの連結総資産の５％を超える者

現独立社外取締役においては、上記基準に加え、会計士、弁護士資格を有している者を配しており、当社の経営及びコーポレートガバナンス体制
の更なる向上が図られていると認識しております。

【補充原則４－１０（1）.任意の仕組みの活用（指名・報酬委員会の設置）】

当社は、経営陣幹部・取締役の指名・報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、取締役会の諮問機関として、
指名・報酬委員会を設置しております。指名・報酬委員会は、構成員の過半数を独立社外取締役とすること、委員長は独立社外取締役の中から
委員の互選により選定することを基本方針とし、この基本方針に則り、構成員は社内取締役１名、独立社外取締役２名の計３名（３分の２が独立社
外取締役）とし、委員長は独立社外取締役が務めております。指名・報酬委員会は、必要に応じて開催し、取締役の指名・報酬に係る事項につい
て審議したうえで、その結果を取締役会へ答申いたします。

【補充原則４－１１（2）.役員が他の上場企業の役員を兼任する場合の兼任状況】

定時株主総会の招集ご通知（事業報告）、有価証券報告書、コーポレート・ガバナンス報告書において、各取締役の兼務状況及び社外取締役の
取締役会、監査等委員会への出席状況などを開示しております。

【補充原則４－１１（3）.取締役会全体の実効性の分析・評価】

当社では、取締役会の機能を向上させ、ひいては企業価値を高めることを目的として、取締役会の実効性につき、自己評価・分析を実施しており
ます。

自己評価・分析につきましては、外部機関の助言を得ながら以下の方法で行いました。

2026年3月に独立性を有する社外取締役を中心に個別アンケートを実施し、外部機関からの集計結果の報告を踏まえたうえで、2026年5月の定時
取締役会において、分析・議論・評価を行いました。その結果の概要は以下のとおりです。

アンケートの回答からは、取締役会の回数、開催時間、議事内容、進行などおおむね肯定的な評価が得られており、取締役会全体の実効性につ
いては確保されていると認識しております。また、前回の実効性評価で課題となった建設的な議論の活性化についても、改善に取り組み、着実な
進展が見られました。

一方で、後継者育成の強化やグループ全体のモニタリング機能強化といった課題も共有されました。

当社の取締役会は本評価結果を踏まえ、これらの課題に対し迅速かつ適切な対策を講じることで、さらなる機能向上と実効性の強化に継続して
取り組んでまいります。

【補充原則４－１４（2）.取締役のトレーニングの方針】

当社は、取締役がその役割・責務を果たすために必要なコーポレート・ガバナンスや法改正などの情報を提供し、個々の役員は、自らの判断によ
り、知識の習得や適切な更新などの研鑽に努めており、その際の費用は、社内規程により会社に請求できることとなっております。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、その持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、IR体制を整備し、当社の経営戦略や業績に対する理解を得るため、株主や
投資家との対話の場を積極的に設けており、その内容をコーポレート・ガバナンス報告書にて開示しております。



【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 有り

アップデート日付 2026年6月29日

該当項目に関する説明

当社の株主資本コストは、6.0%～8.0%と試算しており、収益性と資本効率の向上を図るため、これに対応する経営指標としてROE（自己資本当期純
利益率）を定めております。2027年3月期を最終年度とする中期経営計画「avex vision 2027」では、2027年3月期においてROE10%を目標数値とし

て定め、引き続きグローバルを見据えたIP創出への投資を積極的に実施するとともに、音楽関連権利を活用したカタログビジネスの推進や事業
ポートフォリオの整理、費用執行の見直しによる販管費の適正化等による収益性の向上に加え、事業環境を考慮しつつ、機動的な株主還元を実
施することで資本効率の向上を図り、持続的な成長と株主価値の向上を目指してまいります。

取り組みの状況は、2026年3月期通期業績説明資料にて開示しているほか、業績説明動画や統合報告書等を通じて情報開示を行ってまいりま
す。

※当社IRサイト:https://avex.com/jp/ja/ir/

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社サイバーエージェント 5,500,000 12.94

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 4,436,900 10.44

有限会社ティーズ・キャピタル 3,400,000 8.00

株式会社マックス2000 2,300,000 5.41

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 1,324,701 3.12

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,093,900 2.57

株式会社第一興商 1,020,000 2.40

松浦勝人 905,024 2.13

柳澤安慶 750,000 1.76

林真司 731,550 1.72

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

1. 上記のほか当社保有の自己株式3,410,828株があります。

2. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

3. 株式会社マックス2000は、当社代表取締役会長松浦勝人氏が代表取締役を務めております。



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社は親会社等や上場子会社を有しておらず、現時点でコーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事実等はありません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

瀧口　友里奈 その他

杉本　佳英 弁護士

安田　恵 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

瀧口　友里奈 　 ○ ―

瀧口友里奈氏は、経済番組のキャスターを含
めたマスメディアにおける豊富な経験や社会経
済全般に関する幅広い知見を有しております。

サステナビリティ経営、広報活動及びジェン
ダーやジェネレーションの多様性の観点から取
締役として当社の重要な事項の決定及び経営
執行の監督に十分な役割を果たすことを期待
し、社外取締役といたしました。

なお、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準及び当社が定める
「独立性の判断基準」を満たしていると判断して
おります。

杉本　佳英 ○ ○ 弁護士

杉本佳英氏は、弁護士として企業法務・コンプ
ライアンスに関する高い実績に加え、中国企業
の顧問として海外コンテンツの保護に関する豊
富な経験と見識を有しております。

これらの経験を当社監査に反映していただくこ
とを期待して、監査等委員である社外取締役と
いたしました。

なお、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準及び当社が定める
「独立性の判断基準」を満たしていると判断して
おります。

安田　恵 ○ ○ 公認会計士

安田恵氏は、公認会計士として、監査法人及
び会計事務所での業務経験を通じて財務会
計・ファイナンスに関する幅広い知識・経験など
を有しております。

これらの経験を当社監査に反映していただくこ
とを期待して、監査等委員である社外取締役と
いたしました。

なお、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準及び当社が定める
「独立性の判断基準」を満たしていると判断して
おります。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会がその職務を補助する使用人を置くことを求める時は、取締役と協議の上、職員を配置するものとします。監査等委員会の職務を
補助する当該職員は、当該補助に関して、取締役等の指揮命令を受けないものとし、当該職員は、定期に又は必要に応じて監査等委員会に報告
を行い、また意見・情報交換を行うものとします。当該職員の人選、異動及び懲戒処分については、監査等委員会の意見を徴するものとします。



監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

当社の内部監査は、当社の代表取締役社長直属の組織としてグループ内部監査室が担っております。グループ内部監査室は、グループ内部監
査室長を含む５名で構成され、当社及びグループ子会社にて要職を経験する等、業務を担うに相当の経歴・経験を有する者を配しております。

当該グループ内部監査室は、当社及びグループ子会社の業務監査のほか、内部統制構築部門が整備・構築した各業務の統制状況を確認し、課
題等が検出された場合には、改善に向けた提言やフォローアップを行っております。また、適時に会計監査人との意見交換、代表取締役社長及び
監査等委員会への報告を行い、情報の共有化を進めるとともに、課題等の早期解決に取り組んでおります。

監査等委員会監査は、常勤監査等委員１名及び社外監査等委員２名により実施しております。常勤監査等委員は、当社及びグループ子会社にお
いて要職を経る等のほか、グループ子会社の取締役を歴任しており、職務を遂行するに相当の知見を有しております。また、当社取締役会及びグ
ループ経営会議のほか、重要な会議には常時出席し、公正な立場から客観的に経営の監視を行っております。

なお、監査等委員会は、原則として月１回開催するほか、会計監査人と闊達に情報交換等を行い、監査業務の向上を図っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

当社は、経営陣幹部・取締役の指名・報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、取締役会の諮問機関として、
指名・報酬委員会を設置しております。指名・報酬委員会は、構成員の過半数を独立社外取締役とすること、委員長は独立社外取締役の中から
委員の互選により選定することを基本方針とし、この基本方針に則り、構成員は社内取締役１名、独立社外取締役２名の計３名（３分の２が独立社
外取締役）とし、委員長は独立社外取締役が務めております。指名・報酬委員会は、必要に応じて開催し、取締役の指名・報酬に係る事項につい
て審議したうえで、その結果を取締役会へ答申いたします。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立社外取締役の資格を満たす社外役取締役全てを独立社外取締役に指定しております。また、独立社外取締役を全体の３分の１以上
とすることを基本方針としております。



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社は、役員報酬制度を企業価値の向上をもたらす持続的成長のためのドライバーとして位置づけております。この観点から制度が正しく機能す
るよう、当社の役員報酬制度の具体的な設計及び運用にかかる判断は、外部の客観的な視点を取り入れるため、独立社外取締役を委員長とし、
ほかに独立社外取締役１名及び社内取締役1名の計3名により構成される指名・報酬委員会の答申に基づき、取締役会において決定しておりま
す。

当社は、役員の報酬の基本方針を、以下のとおり定めております。

(報酬の基本方針)

・ 株主等のステークホルダーに対し容易に理解され、また信頼を得られるよう、制度設計や運用における高い客観性や透明性の確保を重視し、

支給額の根拠を明確に示して説明責任を十分に果たせるものであること。

・ 業績連動報酬を重視し、かつ株主の利益や企業価値を評価の主たる基礎とすることで、ペイ・フォー・パフォーマンス思想を強く打ち出せるもの

であること。

・ 常に創業者精神の発揮を促し、当社の持続的な成長を強く意識づけるものであること。

・ 当社の企業理念及びエンタテインメント業界の事業特性を十分に理解し、組織に対して明確なビジョンを示すことでメンバーの挑戦意欲を喚起

し、組織全体を活性化することができる変革・推進のリーダーとなりうる人材を、社内外を問わず強く惹きつけるものであること。

・ 中長期的な事業拡大と企業価値の向上の実現に向けて、変革や組織の全体最適を強くリードする役割と整合的なもの。

・ 損金算入による社外流出の抑制など、可能な範囲において税効率に配慮したもの。

(報酬体系)

総報酬に占める業績連動報酬の割合は、中期標準的な業績達成時において概ね基本報酬と同割合となり、更に2027年3月期業績目標を達成し
た場合においては基本報酬を超える割合となることが見込まれます。

なお、非業務執行取締役（監査等委員を除く）及び監査等委員である取締役の報酬は、役割に鑑み基本報酬のみとしております。

(業績連動報酬の仕組み)

当社の業務執行取締役に対する報酬制度は、基本報酬、単年度「親会社株主に帰属する当期純利益」のみに完全連動する年次賞与、株主の皆
様との利害共有を目的とした譲渡制限付株式報酬並びに当社の中期経営計画の対象期間中の当社業績等の数値目標の達成度等に基づき交付
する当社普通株式の数が変動するパフォーマンス・シェア・ユニット（以下、「ＰＳＵ」という。）から構成されております。

年次賞与は、毎期の親会社株主に帰属する当期純利益に応じて業務執行取締役に支給されます。

譲渡制限付株式は、在任中の株式保有を推進することで株主の皆様との利害共有を促し、また、付与から３年後に譲渡制限の解除を一律に設定
することにより、中長期的な企業価値の向上に対して経営陣の意識づけを行うことを目的としております。

パフォーマンス・シェア・ユニットは、中期経営計画「avex vision 2027」に掲げた2027年３月期業績目標を上回る成長に向けた経営陣のインセンティ

ブ及び株主価値との連動性をより高めることを目的としております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

連結報酬等の総額等が１億円以上の取締役については、有価証券報告書でその支給額を個別開示しております。



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社グループの継続的な成長の実現による業容拡大及びこれに伴う取締役の経営責任の明確化と、取締役の業績向上に対するインセンティブを
より一層高めるために、業績連動報酬の比率を増加させることを目的として、取締役（監査等委員を除く）の報酬額の枠を、取締役（監査等委員を
除く）全員に支給する固定報酬型の基本報酬枠と、業務執行取締役に支給する変動報酬型の業績連動報酬枠に区分しております。

具体的には、基本報酬枠は年額8億円以内（うち社外取締役分は年額20百万円以内、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）とし、業績
連動報酬枠は、当該事業年度の連結当期純利益の10％以内とし、2020年６月26日開催の第33期定時株主総会において決議されています。あわ
せて、監査等委員である取締役の報酬等の額を年額100百万円以内と決議されています。

また、同総会において承認された取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額とは別枠として、業務執行取締役に対し、譲渡制限付株式報酬制度に
関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を年額1億20百万円以内として設定するとともに、パフォーマンス・シェア・ユニット制度に関する
報酬等として支給する金銭報酬債権及び納税資金確保のための金銭の総額を、700,000株に交付時株価を乗じた額以内として設定することを決
議されています。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役の専任スタッフはおりませんが、必要に応じて適宜対応しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は監査等委員会設置会社制度を採用しており、社外取締役２名を含む３名からなる監査等委員会が取締役の職務執行の監査等を行ってお
ります。取締役会は、取締役（監査等委員を除く）５名及び監査等委員である取締役３名で構成され、また総取締役員数８名のうち独立社外取締
役はその構成割合が３分の１以上となる３名で構成されており、原則として毎月１回開催し、当社及びグループ子会社の重要事項の決定を行って
おります。また、グループ経営における統制と機動性を確保するため、当社の業務執行取締役と執行役員で構成されるグループ経営会議を原則
として毎月２回開催し、当社及びグループ子会社の重要な業務執行や経営課題の審議とモニタリングを行っております。さらに当社及びグループ
子会社の事業活動の適正性を確保するため、グループ内部監査室が業務監査等のモニタリングを行い、当社グループとしてのコーポレート・ガバ
ナンス体制の維持・向上を図っております。

なお、当社グループでは経営における有効性と健全性を確保するため、以下の機関を設置しております。

(コンプライアンス委員会)

コンプライアンス委員会は、独立社外取締役を委員長とし、弁護士等の社外の委員を含むメンバーで構成され、当社の重要なコンプライアンス上
の問題を審議するほか、内部通報制度(ヘルプライン)により通報された事案を確認し改善を図っております。なお、本委員会の委員長は独立社外
取締役とすることを基本方針としております。

(指名・報酬委員会)

指名・報酬委員会は、客観的な視点を取り入れるため、独立社外取締役を委員長とし、過半数が独立社外取締役で構成されており、役員選任プ
ロセス及び役員報酬の妥当性を客観的な見地から検証しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、現状のコーポレート・ガバナンス体制が、グループ経営における統制と機動性、当社及びグループ各社の事業活動の適正性、並びに事
業経営における有効性と健全性を確保できる体制であると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
当社は、定時株主総会の開催日を6月最終の金曜日としております。

暦によっては、集中日と重なる場合がございます。

電磁的方法による議決権の行使

株主名簿管理人が運営する議決権行使サイトを通じて、電磁的方法による議決権行使を
可能としております。

また、株式会社ICJが運営する「機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム」にも参
加しており、機関投資家が適確に権利行使をできる環境を整えております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する「機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム」に参加して
おり、機関投資家の議決権行使環境の向上を図っております。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知（要約）の英文での提供を行い、機関投資家の議決権行使環境の向上を図って
おります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
「適時開示基本方針」を定め、株主、投資家の皆様に適時、適切な会社情報の
開示を行うことを基本姿勢としております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

原則として本決算（3月）及び第2四半期決算（9月）の決算発表（それぞれ5月
中旬及び11月中旬）後に、主にアナリスト、機関投資家等を対象とした決算説
明会を実施しております。

また、代表取締役社長をはじめ各事業責任者と、アナリスト・機関投資家との
スモールミーティングも適宜実施しております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
海外投資家向けの定期的な説明会は実施しておりませんが、個別に海外投資
家との面談を実施しております。

なし

IR資料のホームページ掲載

決算短信、有価証券報告書等開示義務のある資料だけではなく、連結業績説
明資料、統合報告書等当社グループの状況や経営方針を、よりよく理解してい
ただくための資料を掲載しております。

当社ホームページ：https://avex.com/jp/ja/

IRに関する部署（担当者）の設置
経営管理本部内にIR担当者を置き、主に執行役員経営管理本部長とIR担当
者で業務にあたっております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、エンタテインメント企業として「サステナブルな社会」の実現に向けて責任を果たす
べく、当社が優先して取り組むべき３つの主要テーマと７つの個別項目からなるマテリアリ
ティを特定し、サステナビリティポリシーとアクションプランを策定しました。

サステナビリティ推進を目的とした専門部署の設立をはじめ、エンタテインメント企業の強
みを生かした「サステナブルな社会」の実現に向けた普及・啓発、次世代との協業と社会経
験の提供、地域・コミュニティとのパートナーシップ強化、次世代型スマートライヴの推進な
どを通じて、サステナブルな社会の実現を目指します。

具体的な活動内容につきましては、当社ホームぺージへ掲載している他、「統合報告書」
及び「有価証券報告書」に記載しております。

当社ホームページ サステナビリティページ：https://avex.com/jp/ja/sustainability/



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、次のとおり、当社及び当社の子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他業務の適正を確保するための体制（以下「内部統制システム」という）を整備する。

１．当社及びグループ各社の取締役、執行役、業務を執行する社員、会社法第598条第１項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者
（以下「取締役等」という）の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① コンプライアンスポリシーを制定し、当社の代表取締役社長が継続的にその精神を当社及び当社の子会社の役職員に伝えることにより、法令

遵守及び社会倫理の遵守を企業活動の前提とすることを徹底します。

② 当社にコンプライアンス担当取締役を任命し、グループ全体のコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握と解決に努めます。

③ 当社にコンプライアンス委員会を設置し、当社及びグループ各社のコンプライアンス上の重要な問題を調査・審議し、問題の解決を図るととも

に、その結果を取締役会に報告します。

④ 取締役がコンプライアンス上の問題を発見した場合は、すみやかにコンプライアンス委員会に報告します。報告を受けたコンプライアンス委員

会は、その内容を調査し、再発防止策を決定し、グループ全体の再発防止策を実施します。

⑤ 当社及びグループ各社の業務執行ラインから独立したグループ内部監査室を設置します。同監査室は当社及びグループ各社の法令遵守状況

を監査し、その結果を都度、監査対象部門の責任者及び当社の代表取締役社長並びに監査等委員会に報告します。

⑥ 当社及びグループ各社の法令違反並びに社内規程違反他、社内の問題の早期発見と解決を図るため、通常の業務報告経路とは別の報告経

路としてヘルプラインを設置し、当社及びグループ各社の全ての役職員に対してこれを周知徹底します。またヘルプラインによって得られた情報
は、社内規程に基づき、当社のコンプライアンス担当取締役及び当社のコンプライアンス委員会に報告される他、当社の監査等委員とこれを共有
します。

⑦ コンプライアンスポリシーに基づき、反社会的勢力・団体との関係は一切持たないことを基本方針とし、いかなる不当要求や働きかけに対しても

組織として毅然とした対応を取ることとします。

⑧ 財務報告に係る内部統制の整備・構築を推進し、財務報告の信頼性を確保します。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 代表取締役社長は、取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき全社的に統括する責任者を取締役の中から任命し、文書管理規程

及び情報セキュリティ規程等に従い職務の執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以下総称して「文書等」という）に記録し、保存します。

② 取締役及び監査等委員は常時、前項の文書等を閲覧できるものとします。

３．当社及びグループ各社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 社内規則により、当社にリスク管理責任部署を定め、当社グループ全体のリスクを網羅的かつ統括的に管理するリスク管理担当取締役を任命

し、リスク管理体制を明確化します。

② リスク管理体制の下、リスクの重要性及び事業の特性等に応じてリスクの特定・評価を行い、対応策を整備します。またリスクが顕在化した場

合に、迅速かつ適切な対応策を講じることができる体制を構築します。

③ グループ内部監査室は、当社及びグループ各社のリスク管理の過程を監査し、その結果を監査対象部門の責任者及び当社の代表取締役社

長並びに監査等委員会に報告します。監査対象部門の責任者及び当社の代表取締役社長は、上記結果を踏まえ改善策を審議・決定します。

４．当社及びグループ各社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 職務権限規程により当社及びグループ各社の職務権限及び意思決定ルールを明確化することにより、適正かつ効率的に取締役の職務の執

行が行われる体制を整備します。

② 当社の取締役会において業績目標と予算を設定し、ITを活用して業績管理を行います。また、当社及びグループ各社の効率的な人的資源の

配分を行います。

５．当社及びグループ各社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 当社及びグループ各社全体の内部統制システムの構築を目指し、当社に当社及びグループ各社全体の内部統制に関する担当部署を設ける

とともに、当社及びグループ各社間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体制を
構築します。

② 当社及びグループ各社の代表取締役社長は、各社の内部統制に関する責任者として、各社の業務執行の適正を確保する内部統制の確立と

運用の権限と責任を有します。

③ グループ内部監査室は、当社及びグループ各社の内部監査を実施し、その結果を監査対象部門の責任者及び当社の代表取締役社長並びに

監査等委員会に報告し、必要に応じて内部統制に関して改善策の助言を行います。

④ 当社にグループ各社の事業の状況等を確認するため、報告会議体を設置します。これらの会議は、定期的に開催し、グループ各社の取締役

等の職務執行に係る事項の報告及び事業運営のモニタリングを行うとともに、情報の共有化を促進し、業務の適正と効率化を図ります。

６．監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

① 監査等委員会がその職務を補助する使用人を置くことを求める時は、取締役と協議の上、専属の職員を配置するものとします。監査等委員会

の職務を補助する当該職員は、当該補助に関して、取締役等の指揮命令を受けないものとし、当該職員は、定期に又は必要に応じて監査等委員
会に報告を行い、また意見・情報交換を行うものとします。

② 当該職員の人選、異動及び懲戒処分については、監査等委員会の意見を徴するものとします。

７．当社及びグループ各社の取締役及び使用人が監査等委員に報告をするための体制その他の監査等委員への報告に関する体制

① 役職員は、重大な法令・定款違反又は当社及びグループ各社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合、又はその事実の報告

を受けた場合、遅滞なく監査等委員会に報告しなければならないこととします。

② 役職員は、監査等委員会の求めに応じて会議の場を設け、職務の執行状況報告他、必要な報告及び情報交換を行います。

③ 内部監査規程に従いグループ内部監査室は内部監査の実施結果を遅滞なく監査等委員会に報告する体制を整備します。



８．監査等委員に重大な法令・定款違反又は当社及びグループ各社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を報告した者が当該報告をしたこと
を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社及びグループ各社の役職員が監査等委員会に報告を行った場合、報告を理由として、解雇、降格、減給等いかなる不利益取扱いも行わない
ものとします。

９．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る
方針に関する事項

監査等委員の職務の執行に関する取引における、費用の前払の請求、支出した費用の請求、負担した債務の債権者に対する弁済の請求（当該
請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除く）について、それに応じます。

10．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査等委員会は、取締役会他、重要な会議に出席し、意見を述べることができます。

② 監査等委員会は、定期に又は必要に応じて会計監査人の報告を受けます。また意見・情報交換を行うことができます。

③ 監査等委員会は必要に応じて、外部の専門家に助言を求めることができます。

④ 監査等委員会は、随時、社内の情報システムの情報を閲覧することができます。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

コンプライアンス・ポリシーに基づき、反社会的勢力・団体との関係は一切持たないことを基本方針とし、いかなる不当要求や働きかけに対しても
組織として毅然とした対応を取ることとする 。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

特記事項はありません。
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コンプライアンス委員会
（任意の諮問機関）
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